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県内のＮＰＯ法人向けの県が発行する情報誌

県内ＮＰＯ法人数（８月31日）

６０５ 法人

法人設立認証縦覧中の団体

３ 団体 （８月31日）

お 知 ら せ

平成26年10月３日（金） 名護市 北部生涯学習推進センター 研修室①

平成26年10月７日（火） 沖縄市 沖縄市役所 市民健康相談室 大ホール

平成26年10月９日（木） 那覇市 沖縄県立博物館 １階講座室

詳しくは、ＮＰＯプラザのホームページまたは、下記の連絡先まで。

平成２６年１０月３1日（火） 県立博物館 講座室 １３：３０～１６：３０

（那覇市おもろまち３丁目１番１号）

詳しくは、ＮＰＯプラザのホームページまたは、下記の連絡先まで。

沖縄県ＮＰＯプラザ

ＮＰＯ会計・税務講座 を開催します！

ＮＰＯ助成金獲得＆活用講座 を開催します！
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各種届出書の提出について、以下のことについて変更がありますので、お知らせします。

各種届出書に関して

★役員変更の届出について

役員変更については、これまで役員全員再任でも再任の変更届出書の提出をするこ

ととなっていましたが、今後は、役員全員が再任する場合は役員変更届出書の提出の必

要はありません。

役員の氏名または住所の変更、新任、辞任の場合は、これまでと同様に役員変更届

出書を遅滞なく県民生活課へ提出して下さい。

★所在地変更の届出について

定款上、事務所所在地が市町村までの表記となっている法人については、所在地が

変更となった場合は、所在地変更届出書の提出をお願いします。

所在地変更届出書は、「沖縄県ＮＰＯプラザのホームページ」→「その他様式集」から

ダウンロードできます。

★代表者変更の届出について

役員内で法人の代表者が変更となった場合は、代表者変更届出書の提出をお願いし

ます。

（例 として）理事から理事長へ変更する場合、役員変更届出書の提出は不要ですが、

代表者変更届出書を提出する。

代表者変更の届出書は、「沖縄県ＮＰＯプラザのホームページ」→「その他様式集」か

らダウンロードできます。
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定款変更について

定款変更については、県の認証が必要な変更と、届出書の提出でできる変更

があります。今回は、その２つの違いについてご説明します。

県の認証が必要な定款変更

以下の①～⑩に関して定款を変更する場合、県の認証が必要となるため、定款変更認証申

請を行う必要があります。定款の効力は、県の認証を受けた日から発生します。

①目的

②名称

③活動の種類及び事業の種類

④県外への主たる事務所移転

⑤社員の資格の得喪に関すること

⑥役員に関すること（役員の定数は除く）

⑦会議(総会・理事会）に関すること

⑧その他事業に関すること

⑨解散時の残余財産の帰属に関すること

⑩定款の変更に関すること

県へ認証申請

２ヶ月の縦覧期間

認証 不認証

定款変更が有効となる

認証が必要な定款の具体的な内容(例）

定款第１条（法人の名称）、３条(目的）、４条（活動の種類）、５条(事業）、７条・９～１１

条(社員資格の得喪）、１３条２項～１９条（役員に関すること）、２１条～３８条(会議に関

すること）、５１条(定款変更）、５３条(帰属財産）などの変更

上の具体例は一般的な例であり、法人の定款ごとに異なってきます。詳しいこと

は県民生活課にご相談下さい。

届出書の提出で足る定款変更

基本的には、上記の「認証が必要な定款変更」以外について定款を変更する場合、県へ届

出書を提出することで定款が変更できます。

手続きとしては、

①定款変更届出書

②定款変更の総会議事録の写し(原本証明）

③変更後の定款(２部）

をそろえて、県民生活課へ提出して下さい。
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詳細は各団体へ直接お問い合わせするか、各団体のホームページをご覧ください。
申請前には電話等で事業内容をご相談した方がよいでしょう。

【対象事業】

「ろうきん ＮＰＯ事業サポートローン」から借り入れ

を行った場合、一定の利子分について補給する

【助成対象団体】

「ろうきん ＮＰＯ事業サポートローン」から借り入れ

を行ったＮＰＯ法人で、（公益財団法人）沖縄県労働

者福祉基金協会が適切な団体であると判断した場合

【利子補給割合】 借入残高の２％を上限

【応募期間】 年間を通して随時

【実施主体】

（公益財団法人）沖縄県労働者福祉基金協会

【問合わせ先】

沖縄労働金庫 経営統括部 ０９８―８６１－１１９６

労福協ＮＰＯ融資利子補給制度

【対象事業】

高齢者を対象にした健康管理・増進、自立支援、生き

がいづくり等の活動

【助成対象団体】 ＮＰＯ法人・任意団体等

【助成額】 １５万円以内

【応募期間】 ８月１日～１０月１５日

【問合わせ・応募先】

生命保険協会 広報部内

「元気シニア応援活動」事務局

〒100-0005 東京都千代田区丸の内３丁目４番１号
新国際ビル３階 電話０３―３２８６―２６４３

FAX ０３―３２８６―２７３０

元気シニア応援団体に対する助成

ＮＰＯ法人会計基準協議会が運営するホームページ

「みんなで使おうＮＰＯ会計基準」 では、

①ＮＰＯ会計基準に関する詳しく・わかりやすい説明が満載

②気軽に質問できる掲示板

③財務諸表（貸借対照表・財産目録・活動計算書）のサンプルがダウンロードできる。

④簡易な無料会計ソフト（丁寧な解説付き）がダウンロードできる。

などなど

日々の会計業務をする上で、とても役に立つ情報が満載です。

ぜひ、 をご活用下さい。みんなで使おうＮＰＯ会計基準
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